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表紙*電子提供措置・アクセス通知用*

証券コード：9268

第11回　定時株主総会

招集ご通知

株主総会にご出席いただけない場合
インターネット等又は書面（郵送）により議決権を行
使くださいますようお願い申しあげます。
議決権行使期限
2025年６月23日（月曜日） 午後６時まで

開催日時
2025年６月24日（火曜日）午前10時
（受付開始は午前９時30分を予定しております。）

開催場所
東京都文京区関口二丁目10番８号
ホテル椿山荘東京　バンケット棟　４階「雅」
（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際
は、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のう
え、お間違えのないようにご注意ください。）

議　　案
第1号議案　取締役（監査等委員である取締役を除
　　　　　  く。）５名選任の件
第2号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任
　　　　　  の件

　

株式会社オプティマスグループ
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招集ご通知

株 主 各 位 証券コード　9268
（発送日）2025年６月６日

（電子提供措置開始日）2025年６月２日

東京都港区浜松町二丁目４番１号

株式会社オプティマスグループ
代表取締役社長　山中　信哉

第11回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第11回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげ
ます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電
子提供措置を取っており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれか
のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】
https://www.optimusgroup.co.jp/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株主・投資家の皆様へ」「株主総会」を順
に選択いただき、ご確認ください。）

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/9268/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト】（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「オプティマスグループ」
又は「コード」に当社証券コード「9268」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/ＰＲ情報」を
順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

－ 1 －
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招集ご通知

▶ 日 時 2025年６月24日（火曜日）午前10時
▶ 場 所 東京都文京区関口二丁目10番８号

ホテル椿山荘東京　バンケット棟　４階「雅」
（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご
案内図」をご参照のうえ、お間違えのないようにご注意ください。）

▶ 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第11期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第11期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

▶ 招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の

表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(2) インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有

効なものとしてお取り扱いいたします。
(3) インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わ

ず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

　なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができますの
で、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年６月23日（月曜日）午後６時までに議決権
を行使していただきますようお願い申しあげます。

［書面の郵送による場合］
本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行
使期限までに到着するようご返送ください。

［電磁的方法（インターネット）による場合］
当社指定の議決権行使webサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスし、画面の案内
にしたがって議案に対する賛否をご入力のうえ、上記の行使期限までにご送信ください。なお、イン
ターネットによる議決権行使の方法については、４頁から５頁をご覧ください。

敬　具
記

以　上

－ 2 －
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招集ご通知

　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご
提出くださいますようお願い申しあげます。
　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前述インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、
修正前の事項及び修正後の事項を掲載いたします。
　書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたします
が、当該書面は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。

① 連結計算書類の「連結注記表」
② 計算書類の「個別注記表」

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

１ 株主総会にご出席される場合

日 時
　 2025年６月24日（火曜日）午前10時

場 所
　 ホテル椿山荘東京　バンケット棟　４階「雅」

（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご
案内図」をご参照のうえ、お間違えのないようにご注意ください。）

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

　
２ 郵送で議決権を行使される場合

行使期限
　 2025年６月23日（月曜日）午後６時到着分まで
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、ご返送ください。

　

３ インターネットで議決権を行使される場合

行使期限
　 2025年６月23日（月曜日）午後６時入力完了分まで

パソコン、スマートフォンから次頁に記載の議決権行使ウェブサイトにアクセスし、同封
の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いた
だき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

　

重複して議決権を行使された場合のお取扱い
※ 書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行

使を有効といたします。
※ インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行使されたものを有効な議決権行

使といたします。
　インターネットによる議決権行使に際しては、以下の事項をご了承のうえ、ご行使ください。
・株主様のインターネットご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合もございます。
・インターネットに関する費用（プロバイダー接続料金、通信料等）は、株主様のご負担となります。

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

詳細は次頁をご覧ください

－ 4 －
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議決権行使についてのご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決
権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネット等による議決権行使
に関するお問い合わせ先

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

電話番号 0120-768-524 （フリーダイヤル）
（ご利用時間　午前９時～午後９時（年末年始を除く））

インターネットによる議決権行使のご案内

－ 5 －
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取締役選任議案

第1号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)５名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位

1 や ま

山
な か

中
 

　
の ぶ

信
や

哉 代表取締役社長 再 任
　

2 ロバート・アンドリュー・ヤング 取締役 再 任
　

3 マーティン・フレイザー・マッカラック 取締役 再 任
　

４ ジョン・スタターリ 取締役 再 任
　

５ い わ

岩
お か

岡
 

　
ひ ろ

廣
あ き

明 取締役 再 任
　

再 任 再任取締役候補者

株主総会参考書類
議案及び参考事項

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）5名全員は、本総会終結の時をもって任
期満了となります。
　つきましては、取締役５名の選任をお願いするものです。
　本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると判断しております。ま
た、独立社外役員を中心に構成する指名・報酬諮問委員会に諮問し、同委員会から妥当である旨の答申を得ておりま
す。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者番号 1 や ま

山
 

 
な か

中
 

　
の ぶ

信
 

 
や

哉 再 任　
　

生年月日
1960年２月13日
所有する当社の株式数
12,327,080株
在任年数
10年
取締役会出席状況
16/16回

    1988年    4月 ㈱日貿・ジャパントレーディング（現　㈱日貿）設立　代表取締役社長就任（現
任）

    2015年    1月 当社設立　代表取締役社長就任（現任）

取締役候補者とした理由
山中信哉氏は、当社グループの創設者及び当社の代表取締役社長として長年にわたり当社グル
ープ全体の経営をけん引し、当社グループの持続的成長と企業価値の向上に貢献しておりま
す。また、自動車関連事業に係る長い経験と共に、ニュージーランド・オーストラリア及び周
辺諸国の状況に精通し、かつ企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しております。
上記の理由により、当社は、山中信哉氏が取締役としての職務を適切に遂行することができる
と判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

略歴、当社における地位及び担当

重要な兼職の状況
㈱日貿　代表取締役社長

　

－ 7 －
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取締役選任議案

候補者番号 2 ロバート・アンドリュー・ヤング 再 任　
　

生年月日
1972年５月５日
所有する当社の株式数
8,391,960株
在任年数
10年
取締役会出席状況
15/16回

    1998年    7月 Vehicle Solutions Limited取締役就任
    2002年    3月 ㈱日貿・ジャパントレーディング（現　㈱日貿）入社　ゼネラルマネージャー
    2004年    5月 Nichibo Trading Company New Zealand Limited取締役就任
    2004年    9月 Auto Advance Finance Limited取締役就任（現任）

2008年12月 Trade Cars Limited取締役就任（現任）
    2009年    4月 Auto Finance Direct Limited設立取締役就任（現任）

2010年  5月 Universal Property Limited取締役就任（現任）
    2013年    5月 ㈱日貿取締役就任（現任）
    2015年    2月 Universal Finance Company Limited取締役就任（現任）
    2015年    6月 当社取締役就任（現任）

2018年  8月 Optimus Group New Zealand Limited取締役就任（現任）
    2022年    10月 Imported Motor Vehicle Industry Association理事就任（現任）

2024年 ８月 Nichibo Japan Trading UK Limited取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
ロバート・アンドリュー・ヤング氏は、ニュージーランドの自動車業界での豊富な経験で培っ
た企業経営に関する高い見識を有しております。2004年にAuto Advance Finance Limited
取締役に就任して以来、主に当社グループの輸出事業及びサービス事業における統括を担当
し、当社グループの持続的成長と企業価値の向上に貢献しております。
上記の理由により、当社は、ロバート・アンドリュー・ヤング氏が取締役としての職務を適切
に遂行することができると判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

略歴、当社における地位及び担当

重要な兼職の状況
㈱日貿　取締役
Universal Finance Company Limited　取締役

　

－ 8 －
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取締役選任議案

候補者番号 3 マーティン・フレイザー・マッカラック 再 任　
　

生年月日
1972年１月６日
所有する当社の株式数
8,391,960株
在任年数
10年
取締役会出席状況
16/16回

    1988年    6月 JENNERS CUSTOMS ＆ FREIGHT LIMITED入社
    1991年    9月 McCathie Customs Limited（現　McCullough LIMITED）入社
    1999年    9月 同社取締役就任
    2002年    8月 NCC Car Carriers Limited取締役就任
    2012年    2月 Dolphin Shipping Agencies Limited（現　Dolphin Shipping New

Zealand Limited）取締役就任（現任）
2014年 ７月 Dolphin Shipping Australia Pty Ltd取締役就任（現任）

    2015年    2月 Universal Finance Company Limited取締役就任
    2015年    3月 Compass Auto Logistics Limited取締役就任
    2015年    6月 当社取締役就任（現任）
    2016年    2月 コンパス・ロジスティクス㈱代表取締役就任
    2016年    3月 Fasttrack Automotive Compliance 2006 Limited取締役就任（現任）

2018年  8月 Optimus Group New Zealand Limited取締役就任（現任）
2018年  9月 Optimus Group Australia Pty Ltd取締役就任（現任）
2024年  5月 Autocare Services Pty Ltd取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
マーティン・フレイザー・マッカラック氏は、ニュージーランドの自動車業界での豊富な経験
で培った企業経営に関する高い見識を有しております。2002年にNCC Car Carriers Limited
取締役に就任して以来、主に当社グループの物流事業における統括を担当し、当社グループの
持続的成長と企業価値の向上に貢献しております。
上記の理由により、当社は、マーティン・フレイザー・マッカラック氏が取締役としての職務
を適切に遂行することができると判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであり
ます。

略歴、当社における地位及び担当

重要な兼職の状況
Dolphin Shipping New Zealand Limited　取締役
Autocare Services Pty Ltd取締役

　

－ 9 －
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取締役選任議案

候補者番号 4 ジョン・スタターリ 再 任　
　

生年月日
1967年7月24日
所有する当社の株式数
120,000株
在任年数
3年
取締役会出席状況
16/16回

    1997年    2月 Proton Cars Australiaアフターセールスマネージャー就任
    2002年    7月 Proton Cars Australia取締役社長就任
    2005年    1月 Lotus Cars Australia取締役社長就任
    2012年    12月 Citroen Automobiles Australia取締役就任
    2013年    10月 Peugeot Automobiles Australia取締役就任
    2018年    7月 Deloitte Australiaパートナー就任
    2021年    1月 Optimus Group Australia取締役就任（現任）

Dolphin Shipping Australia Pty Ltd取締役就任（現任）
Global Carz Pty Ltd取締役就任（現任）
OzCar Pty Ltd取締役就任（現任）

    2022年    1月 Blue Flag Pty Ltd取締役就任（現任）
    2022年    6月 当社取締役就任（現任）

2023年  8月 IWholesaleCars Pty Ltd取締役就任（現任）
　　　　　　 Car Empire Pty Ltd取締役就任（現任）
　　　　　　 Auto Edge Australia Pty Ltd取締役就任（現任）
2023年12月 Autopact Pty Ltd取締役就任（現任）
2024年  5月 Autocare Services Pty Ltd取締役就任（現任）
2024年11月 Autopact Holdings Pty Ltd取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
ジョン・スタターリ氏は、オーストラリアにおいて長年に亘って自動車関連会社及び大手コン
サルティング会社で自動車産業に携わり、企業経営に関する高い見識を有しております。2022
年6月に当社取締役に就任して以来、主に当社グループのオーストラリアにおける各事業の統括
を担当し、当社グループの持続的成長と企業価値の向上に貢献しております。
上記の理由により、当社は、ジョン・スタターリ氏が取締役としての職務を適切に遂行するこ
とができると判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

略歴、当社における地位及び担当

重要な兼職の状況
Autopact Pty Ltd　取締役
Autocare Services Pty Ltd取締役

　

－ 10 －
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取締役選任議案

候補者番号 ５ い わ

岩
 

 
お か

岡
 

　
ひ ろ

廣
 

 
あ き

明 再 任　
　

生年月日
1958年５月１日
所有する当社の株式数
40,000株
在任年数
5年
取締役会出席状況
16/16回

    1982年    4月 三井物産㈱入社
    2002年    5月 同社経理部総合企画室兼ＣＦＯ企画部システム統括室長
    2002年    12月 同社経営改革推進部コーポレートプロセス室長
    2005年    1月 欧州三井物産㈱ Regional ＣＦＯ就任

（兼務）ドイツ三井物産㈲取締役ＣＦＯ就任
    2009年    12月 三井物産㈱金属事業管理室長兼金属業務部連結経営支援室長
    2013年    10月 （出向）三井物産スチール㈱常務取締役管理本部長ＣＦＯ就任
    2015年    11月 （兼務）三井物産鋼材販売㈱（現　NST三鋼販㈱）常務取締役管理本部長ＣＦ

Ｏ就任
    2018年    6月 当社常勤監査等委員社外取締役就任
    2020年    6月 当社取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
岩岡廣明氏は、長年にわたり経理、財務業務に従事し、ＣＦＯを務めるなど、財務・会計に関
する相当程度の知見を有しており、海外を含めた数多くの事業会社での取締役、監査役等の豊
富な経験で培った企業経営に関する高い見識を有しております。2018年6月に当社取締役に就
任して以来、主に当社グループの財務・経理・人事総務における統括を担当し、当社グループ
の持続的成長と企業価値の向上に貢献しております。
上記の理由により、当社は、岩岡廣明氏が取締役としての職務を適切に遂行することができる
と判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

略歴、当社における地位及び担当

重要な兼職の状況
なし

　
(注) １．［再　任］は再任の候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．岩岡廣明氏を除く各候補者は、現に当社の子会社の業務執行者であります。
４．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、

事業報告に記載のとおりです。取締役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることになります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容で更新を予定しております。

－ 11 －
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補欠の監査等委員である取締役選任議案

第2号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

候補者
よ こ

横
せ

瀬
 

　
つとむ

勉 社 外　
　

生年月日
1960年10月14日
所有する当社の株式数
―株

1983年    4 月 東京急行電鉄㈱入社
1994年５月 ノーザンテレコムジャパン㈱人事マネージャー、ファイナンスマネージャー
1998年    7 月 日本ＢＴ㈱総務人事部長
2000年    8 月 マッケンナ・ジャパン㈱オフィスディレクター
2001年    3 月 ＰＤＩジャパン㈱コンサルタント
2003年    3 月 ワイス㈱執行役員人事部長
2007年    12月 慶應義塾大学ＳＦＣ研究所上席所員（現任）
2008年    1 月 横瀬伸銅㈱取締役（現任）
2008年 ４月 佐賀大学大学院工学系研究科非常勤講師

補欠の監査等委員取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
横瀬勉氏の、グローバル企業での豊富な実務経験と他社での経営経験及び複数の大学で教壇に
立ってきた学識を当社の経営に反映していただくことを期待したためであります。
上記の理由により、当社は、横瀬勉氏が、監査等委員取締役として就任した際には、社外取締
役としての職務を適切に遂行することができると判断し、選任をお願いするものであります。

略歴、当社における地位及び担当

2011年    11月 国際大学大学院国際経営学研究科特別招聘教授
2015年    6 月 八千代工業㈱社外取締役
2018年    7 月 国際大学大学院国際経営学研究科教授（現任）

重要な兼職の状況
慶應義塾大学ＳＦＣ研究所　上席所員
国際大学大学院国際経営学研究科　教授

　

　法令及び定款に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項の規定
に基づき、あらかじめ補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものです。
　本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、当該候補者について適任であると同意しております。また、独立
社外役員を中心に構成する指名・報酬諮問委員会に諮問し、同委員会から妥当である旨の答申を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

(注) １．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．横瀬勉氏は、補欠の社外取締役候補者であります。

－ 12 －
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補欠の監査等委員である取締役選任議案

当社における地位
（予定）

企業
経営

当社
事業 国際性 IT・DX マーケ

ティング
財務・会計・

税務
法務・
制度

内部
統制 主な経歴・資格等

山中 信哉 代表取締役社長 ○ ○ ○ ○ ○

ロバート・
アンドリュー・ヤング 取締役 ○ ○ ○ ○ ○

マーティン・
フレイザー・マッカラック 取締役 ○ ○ ○ ○ ○

ジョン・
スタターリ 取締役 ○ ○ ○ ○ ○

岩岡 廣明 取締役 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長﨑󠄁 伸郎 取締役
（監査等委員/社外/常勤） ○ ○ ○ ○ ○ ○

伊藤 真弥 取締役
（監査等委員/社外） ○ ○ 弁護士

布施 伸章 取締役
（監査等委員/社外） ○ ○ 公認会計士

長田 太 取締役
（監査等委員/社外） ○ ○ 元国土交通省航空局長

（一財）日本気象協会最高執行責任者

３．当社定款の定めにより、補欠の監査等委員である取締役の予選の効力は、当該選任のあった株主総会後、２年後の定時株主総会開始の時ま
でとなっております。

４．横瀬勉氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規 定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限
定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないと
きは、法令が規定する額とする予定であります。

5．横瀬勉氏は株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が監査等委員である取締役に選任された場合、当
社は同氏を独立役員として、同取引所に届け出る予定です。

＜ご参考＞
本定時株主総会において、第1号議案及び第2号議案が原案のとおり承認可決された場合の取締役会の構成及び当社
が取締役に期待する主な専門性と知見は以下のとおりです。

※上記一覧表は、各人の有する全ての専門性や知見を表すものではありません。

以　上

－ 13 －
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当事業年度の事業の状況

1 企業集団の現況

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度の世界経済は、インフレ鎮静化やそれに伴う利下げ継続などにより安定化の様相を呈したも
のの、地政学リスクの長期化に加え、米国トランプ政権の政策運営による世界経済の混迷が危惧され、将来に
向けての不確実性が一層、強まる状況にあります。

当社グループの戦略市場であるオーストラリアでは、長期化した高金利も利下げに転じるほどにインフレ鈍
化も進むと共に、引き続き堅調な労働環境もあり、新車販売市場は、昨年度の記録的な販売台数に続く水準を
維持しました。

一方、従来からの主力市場であるニュージーランドでは、主要国同様、徐々にインフレ鈍化もみられ、段階
的な利下げも進められましたが、景気は依然、軟調のまま推移しました。特に同国中古自動車輸入市場では、
現政権による環境規制の変更も受け輸入台数が激減、通期では、完全ロックダウンを経験したコロナ初年度の
輸入量を下回る水準であり、巷間リーマンショック以来とも言われるほどの低迷を経験しました。

上記の市場環境の中、輸出入セグメントの中核事業子会社である㈱日貿における当連結会計年度での輸出販
売台数は、主力ニュージーランド市場での輸入台数減少に連動する形で取り扱い数量を減らし、他地域向け輸
出も含めて前年比35.4％減の42,015台に留まりました。物流セグメントの中核事業子会社であるDolphin 
Shipping New Zealand Limited においては㈱日貿での輸出台数減少等の影響を受け、ニュージーランド向
けの輸送台数が33,449台と前年比38.1％減少しました。一方で、オーストラリアにて買収したAutocare 
Services Pty Ltdの売上は計画を上回る実績で、物流セグメントの収益増加に貢献しました。サービスセグメ
ントでは、自動車ローン事業を扱うAuto Finance Direct Limitedにおいて貸出し残高増加により金利収入が
増加し、また、前第３四半期連結会計期間末より連結子会社化したAuto Trader Media Group Ltdは同セグ
メントの売上増収に貢献しました。検査セグメントにおいては、ニュージーランド向けの船積前検査数量が
49,003台と前年比41.2％減となり、また、他地域向けの検査数量も伸び悩み、前年比で減収・減益となりま
した。当連結会計年度より新設した小売・卸売セグメントにおいては、オーストラリアの新車中古自動車の小
売事業子会社で前第３四半期連結会計期間末より連結子会社化したAutopact Pty Ltdの収益が寄与して前年
比で大幅増収・増益となりました。

なお、当連結会計年度ののれん償却額は19億37百万円と前年比で13億32百万円増加しており、また、オ
ーストラリアにおいて法人税等の負担が増加しました。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高2,688億25百万円（前年比116.9％増）、のれん償却額を
含めて営業利益70億48百万円（同2.3％増）、経常利益11億45百万円（同78.1％減）、親会社株主に帰属する
当期純損失４億83百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益28億54百万円）となりました。

－ 14 －
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当事業年度の事業の状況

第10期
（2024年３月期）

第11期
（2025年３月期） 前連結会計年度比

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 増減率

売上高 123,934 268,825 144,890増 116.9％増

営業利益 6,889 7,048 159増 2.3％増

経常利益 5,235 1,145 4,090減 78.1％減
親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純
損失（△）

2,854 △483 3,338減        －％

輸出入セグメント

売上高
431億82百万円

(前連結会計年度比22.4%減)

　輸出入では、前述のように中核子会社である㈱日貿の販売台数が減
少したため、売上高は431億82百万円（前年比22.4％減）、セグメ
ント利益は７億23百万円（同66.5％減）となりました。

43,182
55,611

第10期
（2024年３月期）

第11期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

　セグメント別の状況は次のとおりであります。
なお、当連結会計年度から、当社グループは、セグメント情報における報告セグメントを従来「貿易」、「物

流」、「サービス」、「検査」及び「オーストラリア」の５区分としておりましたが、グループ規模が拡大したこ
とから、「小売・卸売」セグメントを新設、オーストラリアとして地域一括区分されていた事業を関連するセグメ
ントへと再編成すると共に、「貿易」は「輸出入」として呼称変更し、「輸出入」、「物流」、「サービス」、
「検査」及び「小売・卸売」の５区分に変更しております。

上記のセグメント変更に伴い、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の区分に基づき作成したものを開示
しております。

－ 15 －
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当事業年度の事業の状況

物流セグメント

売上高
298億94百万円

(前連結会計年度比101.4%増)

　物流では、前述のように中核子会社であるDolphin Shipping New 
Zealand Limitedの輸送台数減少により同社の売上は減少したもの
の、第１四半期連結会計期間に取得したAutocare Services Pty Ltd
の収益が貢献した結果、売上高は298億94百万円（前年比101.4％
増）、セグメント利益は18億89百万円（同4.3％増）となりました。

29,894

14,842

第10期
（2024年３月期）

第11期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

サービスセグメント

売上高
40億３百万円

(前連結会計年度比27.0%増)

　サービスでは、前述のように自動車ローン事業を担うAuto 
Finance Direct Limitedでの金利収入増加及び前第３四半期連結会期
間末により連結子会社化したAuto Trader Media Group Limitedの
収益が貢献したものの政策的広告宣伝の増強策により、売上高は40億
３百万円（前年比27.0％増）、セグメント利益は１億46百万円（同
77.0％減）となりました。

4,003
3,153

第10期
（2024年３月期）

第11期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

検査セグメント

売上高
50億90百万円

(前連結会計年度比26.7%減)

　検査では、前述のようにニュージーランド向けの船積前検査数量が
減少し、また、他地域向け検査数量も減少したため、売上高は50億
90百万円(前年比26.7％減)、セグメント利益は１億69百万円(同
84.7％減)となりました。

5,090
6,940

第10期
（2024年３月期）

第11期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

小売・卸売
セグメント

売上高
1,922億87百万円
(前連結会計年度比263.0%増)

　小売・卸売では、ニュージーランドの中古自動車卸売事業子会社で
あるTrade Cars Limitedの売上は減少しましたが、前第３四半期連
結会計期間末より連結子会社化したAutopact Pty Ltdの収益が貢献し
た結果、売上高は1,922億87百万円（前年比263.0％増）、セグメン
ト利益は46億59百万円（同214.2％増）となりました。

192,287

52,967

第10期
（2024年３月期）

第11期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高
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当事業年度の事業の状況

② 設備投資の状況
　当連結会計年度において実施した設備投資の総額8,724百万円（無形資産への投資を含む）であり、その主な
ものは、以下のとおりです。

・全社セグメント：本社移転による事務所改修工事及び基幹システム構築等 241百万円
・物流セグメント：陸送用輸送車両及び基幹システム構築等 999百万円
・小売・卸売セグメント：ディーラー設備店舗及び土地等 7,256百万円

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度中においては、新株発行による70億円強の資金調達を行ったほか、運転資金増強、事業買収、
設備投資等の目的の為、借入資金の増強を図りました。

④ 重要な組織再編等の状況
　2024年5月にAutocare Services Pty Ltdの発行済み株式100%を取得し、同社を連結子会社化しておりま
す。
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財産及び損益の状況

268,825

45,538 54,953

123,934

第8期
（2022年3月期）

第11期
（2025年3月期）

第10期
（2024年3月期）

第9期
（2023年3月期）

（単位：百万円）売上高

△483

2,544 2,312
2,854

第8期
（2022年3月期）

第11期
（2025年3月期）

第10期
（2024年3月期）

第9期
（2023年3月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益又は損失 (△)

△7.35

48.70
42.88

50.89

第8期
（2022年3月期）

第11期
（2025年3月期）

第10期
（2024年3月期）

第9期
（2023年3月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益又は損失(△)

第8期
（2022年3月期）

第11期
（2025年3月期）

第10期
（2024年3月期）

第9期
（2023年3月期）

159,469

25,463
42,012 51,203

137,578

23,12517,28714,651

（単位：百万円）総資産/純資産
■総資産　■純資産 349.14

283.16 301.46
346.96

第8期
（2022年3月期）

第11期
（2025年3月期）

第10期
（2024年3月期）

第9期
（2023年3月期）

（単位：円）1株当たり純資産

第８期
（2022年３月期）

第９期
（2023年３月期）

第10期
（2024年３月期）

第11期
（当期）

（2025年３月期）
売上高 （百万円） 45,538 54,953 123,934 268,825
親会社株主に帰属する当期純利益又は損失(△)（百万円） 2,544 2,321 2,854 △483
1株当たり当期純利益又は損失(△) （円） 48.70 42.88 50.89 △7.35
総資産 （百万円） 42,012 51,203 137,578 159,469
純資産 （百万円） 14,651 17,287 23,125 25,463
1株当たり純資産 （円） 283.16 301.46 346.96 349.14

(2) 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

(注) １．１株当たり当期純利益又は損失(△)は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数により算出しております。
２．１株当たり純資産は、自己株式控除後の期末発行済株式総数により算出しております。
３．当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を行っており、また、2024年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合をもって

株式分割を行っております。第８期（2022年３月期）の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定して
おります。

４．第10期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第９期に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。
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財産及び損益の状況

1,836

1,225 1,165 1,266

第8期
（2022年3月期）

第11期
（2025年3月期）

第10期
（2024年3月期）

第9期
（2023年3月期）

（単位：百万円）営業収益
803

341
201

△41
第8期

（2022年3月期）
第11期

（2025年3月期）
第10期

（2024年3月期）
第9期

（2023年3月期）

（単位：百万円）当期純利益又は損失 (△)

12.21

6.53
3.72

△0.75
第8期

（2022年3月期）
第11期

（2025年3月期）
第10期

（2024年3月期）
第9期

（2023年3月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益又は損失(△)

第8期
（2022年3月期）

第11期
（2025年3月期）

第10期
（2024年3月期）

第9期
（2023年3月期）

59,966

13,548
25,238

30,875

62,792

6,6747,5027,023

（単位：百万円）総資産/純資産
■総資産　■純資産 198.47

135.74 134.05
118.40

第8期
（2022年3月期）

第11期
（2025年3月期）

第10期
（2024年3月期）

第9期
（2023年3月期）

（単位：円）1株当たり純資産

第８期
（2022年３月期）

第９期
（2023年３月期）

第10期
（2024年３月期）

第11期
（当期）

（2025年３月期）

営業収益 （百万円） 1,225 1,165 1,266 1,836
当期純利益又は損失(△) （百万円） 341 201 △41 803
1株当たり当期純利益又は損失(△) （円） 6.53 3.72 △0.75 12.21
総資産 （百万円） 25,238 30,875 62,792 59,966
純資産 （百万円） 7,023 7,502 6,674 13,548
1株当たり純資産 （円） 135.74 134.05 118.40 198.47

② 当社の財産及び損益の状況

(注) １．１株当たり当期純利益又は損失（△）は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数により算出しております。
２．１株当たり純資産は、自己株式控除後の期末発行済株式総数により算出しております。
３．当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を行っており、また、2024年４月１日付で普通株式１株に

つき４株の割合をもって株式分割を行っております。第８期（2022年３月期）の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、１株当た
り当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。
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重要な子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

会社名 資本金 当社の議決権比率
（％） 主要な事業内容

株式会社日貿 10百万円 100.0 中古自動車の仕入れ及び輸出販売
Universal Finance Company Limited 53百万ニュージーランドドル 100.0 サービス事業における子会社の統括
Dolphin Shipping New Zealand Limited 3百万ニュージーランドドル 100.0 中古自動車の非船舶運航
株式会社JEVIC 10百万円 100.0 中古自動車の輸出前検査
Autopact Holdings Pty Ltd 202百万オーストラリアドル 100.0 新車及び中古自動車販売会社の統括
Autocare Services Pty Ltd 21百万オーストラリアドル 100.0 自動車の陸上輸送

(3) 重要な子会社の状況

(4) 対処すべき課題
　当社グループは持続的な成長を実現するため、以下の項目を会社の対処すべき重要な経営課題と認識し、鋭意取り
組んでまいります。

① 既存事業の収益力強化
　当社グループは、ニュージーランド向けの中古自動車輸出をコアとして、輸出に係る検査・検疫、海上輸送、
車検、販売、ローン、メンテナンスなどの各種の事業を一貫して行うことを強みとし、収益の源泉としておりま
す。当社グループが同国以外の地域で新たな事業を展開する中であっても、同国での既存事業は引き続き当社グ
ループの主要な事業であります。同国においては常に高い水準のマーケットシェアを確保しつつ、2023年12月
に連結子会社化した中古車取引オンラインサイト運営事業 AutoTrader Media Group Limitedを梃子とするエ
ンドユーザー向け事業など、事業領域の拡大による既存事業の収益力を一層強化することが重要と認識しており
ます。

② 新規事業による成長
　当社グループは、リスク分散を図りながら持続的な成長を図るため、オーストラリアを中心に、ニュージーラ
ンド以外の地域で市場特性を踏まえた新たな事業を展開しております。前期においては、オーストラリアで大手
新車ディーラー、当期に大手自動車物流会社を買収するなど積極的に投資を行い、事業の機会創出と多角化を進
めました。新たな事業を中心にプラットフォームを形成し、既存事業も含めた事業間の相乗効果を発揮すること
で、ニュージーランド以外の地域でも確固たるポジションを築いてまいります。

③ 効率化追求による経営コストの削減
　当社グループは、事業拡大に対応すべく運営体制を強化しております。更なる成長に向けて、各事業の人材・
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重要な子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

システム・施設などのリソースの共有や統合、内外間接部門業務のシェアードサービス化推進などを通じて経営
コストを削減しております。その中で、将来に必要な仕組み作りの先行支出も厳選しながら対応しております。
　また、財務体質の強化によって資本効率を向上させ、今後一層旺盛になることが見込まれる資金需要に応える
ために、資金の現地調達を進めてまいります。

④ 事業発展を支える市場政策と人的資源の確保
　当社グループは、多くのステークホルダーから当社グループに対する一層の理解と支持を得るために、現在の 
経営状況や事業活動のみならず、中期的な事業戦略等の様々な情報を市場に対して適時適切に伝えるIR/PR/広告
などのコミュニケーション活動を充実させてまいります。
　また、既存事業や新規事業を担って成長戦略を牽引する、各事業及びグループ経営の中核人材を確保し、育成
してまいります。

⑤サステナビリティに関する取り組み
　当社グループは、コンプライアンスや環境対策と事業活動との適合を重視し、全ての事業領域において環境
（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）を重視する取り組みを実践し、持続可能な社会
の実現に貢献するという理念をホームページに掲げ、従前より人権の尊重や社会貢献活動を積極的に行ってまい
りました。
　具体的には、「地球環境の保全と共生」、「地域社会への貢献」、「ダイバーシティとウェルビーイングの推進」、
「ステークホルダー・エンゲージメントの拡充」の４つの基本方針の下、オーストラリアのディーラー店舗での
太陽光発電の活用や、洗浄水のリサイクル利用や港湾施設内の除草作業、障がい者アートや女子モータースポー
ツイベントへの支援、IRやPR等のコミュニケーション施策など、きめ細かな活動を推進しております。
　グループ全体のサステナビリティ管理体制は、当社取締役会を最高意思決定機関とした上で、グループ全体の
方向性の議論をはじめ、方針、施策内容、規模等について取締役会に上程し、評価や承認を行っております。
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重要な子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所

事業区分 事業内容

輸出入 日本における中古自動車の仕入、輸出、販売、オーストラリアにおける中古自動車の輸入等

物流 日本からの中古自動車の輸出に付随する海上輸送、オーストラリアでの新車陸上輸送などの物
流業務

サービス オーストラリアでの自動車データサービス事業、ニュージーランドでの金融サービス、中古自
動車インターネット取引サイト運営等一般消費者向け事業

検査 日本からの中古自動車の輸出に付随する検査・検疫業務、及びニュージーランドにおける自動
車の整備・検査業務等

小売・卸売 オーストラリアにおける新車販売事業、中古自動車の販売事業、ニュージーランドにおける中
古自動車卸売等

(5) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）

本社 東京都港区

事業区分 会社名

輸出入 株式会社日貿（三重県伊勢市）

物流 Dolphin Shipping New Zealand Limited（ニュージーランド）

物流 Autocare Services Pty Ltd（オーストラリア）

サービス Universal Finance Company Limited（ニュージーランド）

検査 株式会社JEVIC（横浜市鶴見区）

小売・卸売 Autopact Holdings Pty Ltd（オーストラリア）

(6) 主要な営業所（2025年３月31日現在）

① 当社

② 重要な子会社

(注) 表中の「会社名」における（　）内は、国内子会社については本社所在地、海外子会社については本社所在国であります。
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事業区分 使用人数 前期末比増減

輸出入 75   （０）  名 2名増（増減なし）

物流 　　419（112） 378名増（97名増）

サービス 86    （6） 9名減（増減なし）

検査 240 （31) 3名増（3名減）

小売・卸売 1,654 （76） 206名減（13名増）

全社（共通） 32   （6） 3名減（1名増）

その他 7   （0） 7名増（増減なし)

合計 2,513 （231） 172名増（108名増）

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

32（6）名 3名減（1名増） 50.28歳 4.68年

(7) 使用人の状況（2025年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

(注) １．使用人数は就業人員であり、臨時使用人数（人材会社からの派遣社員、パートタイマー等を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で
記載しております。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、純粋持株会社である当社に所属しているものであります。
３．その他として記載されている従業員数は中間持株会社であるOptimus Group Australia Pty Ltdに所属しているものであります。

② 当社の使用人の状況

(注) 使用人数は就業人員であり、臨時使用人数（人材会社からの派遣社員、パートタイマー等を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載
しております。
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事業区分 女性割合 女性管理職割合

輸出入 65.3％ 46.2％

物流 21.8％ 61.0％

サービス 42.1％ 33.3％

検査 20.8％ 10.5％

小売・卸売 22.8％ 19.6％

全社（共通） 46.9％ 16.7％

その他 42.9％ 0.0％

合計 24.3％ 28.8%

③ 企業集団の女性管理職比率

(注) １．全社（共通）として記載されている使用人数は、純粋持株会社である当社に所属しているものであります。
２．その他として記載されている従業員数は中間持株会社であるOptimus Group Australia Pty Ltdに所属しているものであります。

借入先 借入額（百万円）

株式会社みずほ銀行 19,043

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 13,968

株式会社三井住友銀行 4,342

Commonwealth Bank of Australia 3,012

株式会社横浜銀行 1,845

フロアプラン融資　注 30,405

(8) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

(注）連結子会社であるAutopact Pty Ltdにおける車両仕入用の借入であり、主要な借入先として、Angle Finance やNissan 
Financial Serviceなどを含みます。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況

2 会社の現況

① 発行可能株式総数 240,000,000株
(注) 2024年４月１日付で実施した株式分割（普通株式１株を4株に分割）に伴い、発行可能株式総数は180,000,000株増加しております。

② 発行済株式の総数 76,847,420株
(注) 1．2024年４月１日付で実施した株式分割（普通株式１株を4株に分割）により、発行済株式の総数は48,716,685株増加しておりま

す。
　 ２．2024年6月10日付で実施した公募による新株発行により、発行済株式の総数は10,434,800株増加しております。
　 ３．2024年7月10日付で実施したオーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資により、発行済株式の総数は

1,412,100株増加しております。
     4．新株予約権の権利行使により、発行済株式数の総数は44,940株増加しております。

③ 株主数 19,354名（前期末比12,955 名増）

株主名 持株数（株） 持株比率（%）
山中　信哉 12,327,080 18.05
ロバート・アンドリュー・ヤング 8,391,960 12.29
マーティン・フレイザー・マッカラック 8,391,960 12.29
光通信株式会社 2,527,600 3.70
内藤　征吾 2,035,600 2.98
高橋　新 848,400 1.24
浜本　憲至 732,000 1.07
高橋　新 516,900 0.75
山中　玲子 414,000 0.60
ジャクソン　美千代 414,000 0.60

(1) 株式の状況（2025年３月31日現在）

④ 大株主

(注) １．当社は、自己株式を8,583,772株所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の
状況

　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要事項
　該当事項はありません。

(3) 株式等の政策保有に関する方針
① 上場株式の政策保有
　取引関係の維持・発展、業務提携等の事業展開の便益、保有に伴うリスク及び当社の資本コスト等を総合的に
勘案し、当社グループの中長期的な企業価値の向上に資すると判断する場合に行う。また、上場株式を政策保有
する場合には、保有の合理性を精査し、保有の適否を検証し、取締役会に報告する。
　なお、当事業年度の末日において上場株式を政策保有しておりません。

② 政策保有する株式の議決権行使
　上場株式を政策保有する場合には、当社グループの中長期的な企業価値の向上及び当該株式の発行体の企業価
値向上に資するか否かを総合的に判断して議決権を行使する。
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会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 山 中 信 哉 株式会社日貿 代表取締役社長

取締役 ロバート・アンドリュー・
ヤ ン グ

株式会社日貿 取締役
Universal Finance Company Limited 取締役

取締役 マーティン・フレイザー・
マ ッ カ ラ ッ ク

Dolphin Shipping New Zealand Limited 取締役
Autocare Services Pty Ltd 取締役

取締役 ジ ョ ン ・ ス タ タ ー リ Autopact Pty Ltd 取締役
Autocare Services Pty Ltd 取締役

取締役 岩 岡 廣 明

取締役（監査等委員・常勤） 長 﨑󠄁 伸 郎 株式会社日貿 監査役
株式会社JEVIC 監査役

取締役（監査等委員） 伊 藤 真 弥 西村あさひ法律事務所・外国法共同事業 パートナー

取締役（監査等委員） 布 施 伸 章
布施公認会計士事務所 所長
合同会社会計・監査リサーチセンター 代表社員
NFパートナーズ合同会社　代表社員

取締役（監査等委員） 長　　   田     　　   太 (一財) 日本気象協会 最高執行責任者

(4) 会社役員の状況
① 取締役の状況（2025年３月31日現在）

(注) １．取締役（監査等委員）長﨑󠄁伸郎、伊藤真弥、布施伸章及び長田太の各氏は、社外取締役であります。
２．当社の監査等委員会の体制については次のとおりであります。

委員長　長﨑󠄁伸郎、委員　伊藤真弥、委員　布施伸章、委員　長田太
なお、長﨑󠄁伸郎氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）及び使用人等からの情報収集、重要な社内会議への出席並びに内部監査部門との連携を密に図ることにより、監査及び監督機能の
実効性を高めるためであります。

３．当社は、取締役(監査等委員)長﨑伸郎、布施伸章及び長田太を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出
ております。なお、伊藤真弥は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件および当社が定める社外取締役の独立性に関する基準を満
たしておりますが、所属する法律事務所の方針により、独立役員としての指定、届出はしておりません。

４．取締役（監査等委員）長﨑󠄁伸郎氏及び布施伸章氏は以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
・取締役（監査等委員）長﨑󠄁伸郎氏は、事業会社で長年にわたり経理業務に従事し、海外子会社の経理担当役員を務めたほか、商社の監査

役及び社外取締役、保険会社の執行役員を務めました。
・取締役（監査等委員）布施伸章氏は長年にわたる監査法人での会計監査業務経験に加え、日本の会計基準の策定に関与し、また公認会計

士及び中小企業診断士としての優れた専門性を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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区分 員数 報酬等の額
報酬等の種類別の総額

固定報酬 業績連動報酬 その他 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く。）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

５名
（－）

414百万円
（－）

196百万円
（－）

110百万円
（－）

108百万円
（－） －

（－）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

４名
（４）

42百万円
（42百万円）

42百万円
（42百万円）

－
（－）

－
（－） －

（－）

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

９名
（４）

456百万円
（42百万円）

238百万円
（42百万円）

110百万円
（－）

108百万円
（－） －

（－）

② 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、当該取締役がその職務を行うにつき善
意でかつ重大な過失がないときは、法令が規定する額としております。

③ 当事業年度に係る取締役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

(注) １．当事業年度末日現在の取締役（監査等委員を除く。）は５名、社外取締役（監査等委員）は４名であります。
２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2016年４月14日開催の臨時株主総会において、年額10億円以内（ただし、使用人

分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は８名です。
４．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年４月14日開催の臨時株主総会において、年額１億円以内と決議いただいておりま

す。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は５名です。

④ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針
　当社では、取締役の指名、報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、取締役
会の諮問機関として、メンバーの過半数及び委員長を独立社外取締役とする指名・報酬諮問委員会を設置してお
ります。同委員会における検討を経て、2021年2月15日開催の取締役会において「取締役の個人別の報酬等の内
容についての決定に関する方針」（以下、「決定方針」といいます。）を決議しました。その後、同委員会にお
ける検討結果を踏まえて、2024年２月14日および同年９月18日開催の取締役会において同方針の改定を決議し
ております。

イ．決定方針の概要
・当社は、企業価値の持続的な向上を経営の重要課題のひとつと考えており、コーポレートガバナンス・コー

ドにおいては「役員報酬は企業の持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能する」ことが求め
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られていることも踏まえ、株主利益に連動した報酬体系として、監査等委員である取締役を除く取締役の
2021年7月以降の報酬において、固定報酬に加えて業績連動報酬を導入した。また、2024年２月14日に特
別報酬を導入、同年9月18日に業績連動報酬の算定方法を変更した。

・監査等委員である取締役は、独立性の観点から、固定報酬のみとする。
・取締役の年間報酬総額は、2016年4月14日開催の株主総会にて決議された金額の範囲内とする。
・通常報酬額の水準は、他社の水準、各取締役の職責、従業員給与の水準との比較等を総合的に勘案して決定

する。
・通常報酬は、固定報酬と業績連動報酬の合計額を12か月で均等割りした月例の金額を、毎月支給する。

ロ．業績連動報酬に関する事項
・当社の事業の実情に鑑み、業績連動報酬は、①全社（グループ連結）業績に対する評価、②担当部門業績に

対する評価、及び③中長期的成長やグループへの貢献を含む活動内容に対する評価の３項目で決定する。
・全社業績は、親会社株主に帰属する当期利益の前年度計画の達成度を勘案して評価する。なお、2024年6

月までは、前年度計画の達成度および当年度計画の前年度実績との比較の両要素を勘案して評価した。
・担当部門業績は、営業利益・持分法による投資利益等の前年度計画の達成度を勘案して評価する。なお、

2024年6月までは、前年度計画の達成度および当年度計画の前年度実績との比較の両要素を勘案して評価
した。

・中長期的成長やグループへの貢献を含む活動内容に対する評価は、定性評価による。
・固定報酬及び業績連動報酬（標準額の場合）の合計に対する業績連動報酬（同）の割合は、職位が上位の取

締役ほど大きくする。監査等委員である取締役を除く取締役全体の平均では、概ね３割程度とする。

ハ．特別報酬
・将来に亘って恒常的に多額の利益貢献が見込まれる事案を実現、または直接的な利益貢献はなくとも当社グ

ループの運営管理やレピュテーションを画期的に改善・向上する等、企業価値を極めて大きく向上させる事
案において多大な貢献があった取締役に、貢献度合いに応じて所定の手続きに基づいて一括支給する。

ニ．毎年の通常報酬額の決定手続きに関する事項
・監査等委員である取締役を除く取締役の個人別の通常報酬額は、取締役会が指名・報酬諮問委員会に諮問

し、同委員会が決定方針に沿って総合的に検討した結果を取りまとめた答申を得た上で決定する。

ホ．その他の重要な事項
・前年度以前で大幅な決算修正があった場合、または、取締役本人、担当部門、全社（グループ全体）におい
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てコンプライアンス上の問題が発覚した場合等には、報酬支給の前後にかかわらず、所定の手続きにより、
報酬の全額または一部の返還を求めることがある。

⑤ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
・当社は、保険会社との間で、当社及び「（３）重要な子会社の状況」に記載の当社の子会社の取締役及び監

査役（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する
役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係
る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が補填するものであり、
１年毎に契約更新しております。次回更新時には同内容での更新を予定しております。

⑥ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・社外取締役（監査等委員）伊藤真弥氏は西村あさひ法律事務所・外国法共同事業のパートナーであります。

西村あさひ法律事務所・外国法共同事業と当社との間には特別な関係はありません。
・社外取締役（監査等委員）布施伸章氏は布施公認会計士事務所の所長、合同会社会計・監査リサーチセンタ

ーの代表社員及びNFパートナーズ合同会社の代表社員であります。各社と当社との間には特別な関係はあ
りません。

・社外取締役（監査等委員）長田太氏は、(一財) 日本気象協会 最高執行責任者であります。（一財）日本気
象協会と当社の間には特別な関係はありません。
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出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役（監査等委員）
長　﨑󠄁　伸　郎

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに、また、監査等委員会15回の全てに出席い
たしました。経理・内部監査等の管理部門に関する高い知見を活かし、当社の経営全般並
びに適正な企業統治、監視、その体制に関して、経営から独立した客観的・中立的な立場
から、適宜、発言を行っております。また、監査等委員会においては、独立の立場で、監
査方針及び監査に関する重要事項の協議、監査結果について、適宜、意見交換等を行って
おります。
この他、経営会議、指名・報酬諮問委員会等、当社が設置する各種会議体にも出席し、適
宜、社外の立場からの客観的な助言、意見交換等を行うことにより、当社経営の透明性・
公正性の確保及び向上に重要な役割を果たしております。

取締役（監査等委員）
伊　藤　真　弥

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに、また、監査等委員会15回の全てに出席い
たしました。弁護士としての企業法務分野における豊富な実務経験と高い専門的知見を活
かし、当社の経営全般並びに適正な企業統治、監視、その体制に関して、経営から独立し
た客観的・中立的な立場から、適宜、発言を行っております。また、監査等委員会におい
ては、独立の立場で、監査方針及び監査に関する重要事項の協議、監査結果について、適
宜、意見交換等を行っております。
この他、指名・報酬諮問委員会等、当社が設置する各種会議体にも出席し、適宜、社外の
立場からの客観的な助言、意見交換等を行うことにより、当社経営の透明性・公正性の確
保及び向上に重要な役割を果たしております。

取締役（監査等委員）
布　施　伸　章

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに、また、監査等委員会15回の全てに出席い
たしました。公認会計士としての財務・会計に関する豊富な実務経験と高い専門的知見を
活かし、当社の経営全般並びに適正な企業統治、監視、その体制に関して、経営から独立
した客観的・中立的な立場から、適宜、発言を行っております。また、監査等委員会にお
いては、独立の立場で、監査方針及び監査に関する重要事項の協議、監査結果について、
適宜、意見交換等を行っております。
この他、指名・報酬諮問委員会等、当社が設置する各種会議体にも出席し、適宜、社外の
立場からの客観的な助言、意見交換等を行うことにより、当社経営の透明性・公正性の確
保及び向上に重要な役割を果たしております。

取締役（監査等委員）
長　田　　太

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに、また、監査等委員会15回の全てに出席い
たしました。交通関連の事業、行政、法務及び組織運営に関する高い知見を活かし、当社
の経営全般並びに適正な企業統治、監視、その体制に関して、経営から独立した客観的・
中立的な立場から、適宜、発言を行っております。また、監査等委員会においては、独立
の立場で、監査方針及び監査に関する重要事項の協議、監査結果について、適宜、意見交
換等を行っております。
この他、経営会議、指名・報酬諮問委員会等、当社が設置する各種会議体にも出席し、適
宜、社外の立場からの客観的な助言、意見交換等を行うことにより、当社経営の透明性・
公正性の確保及び向上に重要な役割を果たしております。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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報酬等の額（百万円）
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 109

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 121

(5) 会計監査人の状況
① 名称　　　EY新日本有限責任監査法人
② 報酬等の額

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査報酬等の額を明確に区分しておらず、
実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて、
必要な検討を行ったうえで、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち、在外子会社については、当社の会計監査人と同一のネットワークに属しているErnst&Youngのメンバーフ
ァームによる監査を受けております。なお、当該メンバーファームにより受けている監査のうち当社グループの連結財務諸表監査に関わ
る監査報酬等については当社で負担しており、上記当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額に36百万円含まれております。

③ 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対し、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務であるコンフォートレターの作成業
務の委託、IFRS導入に係る助言などのコンサルティング業務の委託対価を支払っております。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合、その他必要があると判断した場合には、株主総
会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等
委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及び解任の理由を報告いたしま
す。
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3 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針（「内部統制システム構築に関する基本方針」）を
策定しており、以下はその一部であります。

① 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
・当社は、コンプライアンス規程及び社内会議規程に基づき、コンプライアンスを経営の基本方針と定め、コ

ンプライアンス委員会を設け、コンプライアンスに係る体制を構築し、推進する。
・当社は、内部監査室を設置し、当社及び子会社のコンプライアンスの状況及び業務の適正性に関する内部監

査を適宜実施する。内部監査室はその結果を、当社の代表取締役社長、取締役会、監査等委員会及び経営会
議に報告する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・企業秘密及び個人情報等を管理するため機密情報管理規程、個人情報保護管理規程及び情報セキュリティ管

理規程を定め、適正な取り扱いを行う。また、社内外を問わず業務上重要な情報を保存及び管理するため文
書管理規程を定める。

・取締役会、経営会議その他の重要会議の意思決定、業務執行及び監督の行為に係る記録についても、文書管
理規程に基づき、文書又は電磁的記録媒体に記録し、適切に保存及び管理する。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社及び子会社におけるリスク管理の推進のため、リスク管理規程及び社内会議規程に基づきリスク管理委

員会を設ける。
・当社の取締役会、リスク管理委員会等において、当社及び子会社の事業活動における各種リスクに対する予

防・軽減体制の強化を図る。

④ 当社及び子会社の取締役、使用人等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、職務権限規程及び業務分掌規程に基づき、職務の執行を行い、これらの規程、社内会議規程、グル

ープ会社管理規程、経営計画策定規程等に基づき、適切な審議及び決定を行う。
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⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社は、当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため、グループ会社管理規程を定

めて企業集団各社の重要事項の決定、事業の状況等に関し情報の共有化を図るとともに、企業集団各社が各
種規程を整備する等により企業集団全体の内部統制システムを構築し、その有効かつ適切な運用を進める。

⑥ 当社の監査等委員会がその職務を補助すべき取締役又は使用人を置くことを求めた場合における当
該取締役又は使用人に関する事項
・監査等委員会はその職務を補助すべき使用人を置く。当該使用人の員数や求められる資質については、取締

役会と協議の上決定する。

⑦ 前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び当該使
用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項
・監査等委員会の職務を補助すべき使用人の評価、異動、懲戒処分等の人事に係る事項の決定には、事前に監

査等委員会の同意を必要とする。

⑧ 当社及び子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受け
た者が当社の監査等委員会に報告するための体制
・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等、並びに子会社の取締役及び使用人等は、

当社の監査等委員会に対して、重大な法令違反、定款違反又は会社に著しい損害を及ぼすおそれのあること
を発見した場合には、速やかに報告及び情報提供を行う。

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制
・当社及び子会社の取締役、使用人等は、通報等の行為を理由として通報者に対する解雇、懲罰、差別等の報

復行為、人事考課への悪影響等、通報者に対して不利益になることをしてはならない。また、報復行為を行
った取締役及び使用人等に対して、就業規則等の定めに従って処分を科すことができるものとする。

⑩ 当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ず
る費用の前払又は償還の手続その他当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針
に関する事項
・監査等委員がその職務の執行について必要な費用を支払った時は、その債務の処理を速やかに行う。
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⑪ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査等委員会は、代表取締役及び取締役との定期的な意見交換、内部監査室との定期的な情報交換、監査等

委員会規則、監査等委員会監査基準に基づく会計監査人との定期的な意見及び情報の交換により、相互に緊
密な連係を保つ。

・監査等委員会は、監査業務に必要と判断した場合は、会社の費用負担にて弁護士、公認会計士、その他の専
門家の意見を聴取することができるものとする。

・監査等委員会、会計監査人及び内部監査室の３者の会議「三者打ち合わせ」を開催し、その実効性を高める
ことにより、情報の共有化、経営の効率化及び監査品質の向上を図る。

⑫ 反社会的勢力排除への対応方針
・当社及び子会社は、社会的責任、コンプライアンス及び企業防衛の観点から反社会的勢力との関係を遮断す

ることの重要性を十分認識し、企業集団全体として取り組みを実施するために「反社会的勢力排除にかかる
基本方針」を定める。

⑬ 財務報告の信頼性を確保するための体制
    ・当社は、会社法及び金融商品取引法等の関係法令、株式会社東京証券取引所の定める適時開示規則、一般に

公正妥当と認められる会計基準、コンプライアンス規程、経理規程及び財務規程に基づき、常に投資家の視
点に立つとともに、透明性が高く健全な企業経営の実践の一環として、迅速及び正確、並びに適切な会計処
理及び開示を行う。また、当社は、金融商品取引法等に基づき、当社グループの財務報告の信頼性を確保す
るために、内部監査規程及び財務報告に係る内部統制の基本方針を定め、財務報告に係る内部統制の整備及
び運用（モニタリングを含む。）を行うとともに、その有効性を評価する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社及び子会社から成る企業集団における「内部統制システム構築に関する基本方針」に基づく体制の運用状
況のうち、主なものは以下のとおり。

① 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
・当社は、コンプライアンス規程に基づき、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置

し、コンプライアンスの状況の把握と、コンプライアンス違反の防止に積極的に取り組んでいる。当事業年
度は、コンプライアンス委員会を２回開催している。
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・同委員会では、当社グループのコンプライアンス研修計画を定め、当社及び子会社の役員及び使用人に対
   して、職場のハラスメント防止、インサイダー取引規制、情報セキュリティ等に関する教育を実施し、コ
   ン プライアンスに対する意識の向上と不正の防止に努めている。
・コンプライアンス違反の未然の防止、早期発見による自浄機能の向上を目的として、コンプライアンス相
   談窓口を設けている。社内相談窓口の他に、当社の顧問法律事務所を社外相談窓口としている。相談者の
   希望により、女性担当者も指定できるようにしている。
・当社及び子会社における内部監査については、当社の内部監査室において、内部監査計画に基づき実施し
   ている。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・機密情報管理規程に基づき、総合企画ユニット長が情報管理責任者として、情報の保存及び管理に関する
   体制整備の推進に責任を負っている。
・重要な情報の公表及び重要な情報管理に関する規程、規則等の制定は、当社の取締役会の承認を得て行っ
   ている。また、当事業年度においても、スキャンデータ格納先における、データの定期的な自動削除や、
   プリントアウト時のカード認証印刷により資料の置き去りを防止することで、情報漏洩対策を実施してい
   る。
・文書管理規程に基づき、取締役会、経営会議その他の重要会議の意思決定の議事録、決裁済み稟議書など
   業務執行等に関する記録についても、総合企画ユニットで適正に保存及び管理している。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、リスク管理規程に基づき、代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、当社グル
   ープの事業活動、管理運営又は当社役職員に負の影響を及ぼす可能性がある様々なリスクの管理と、対応
   策の推進及び統括を行っている。当事業年度は、リスク管理委員会を２回開催している。
・同委員会では、予見されるリスクを洗い出し、当社及び子会社が取り組むべき対策を明確にしている。
・当社では同規程に基づき、緊急事態が発生した際に、役員ならびに社員の安全を確保しながら当社の事業
   を適切に継続、運営するために「株式会社オプティマスグループ 事業継続計画」を定めている。
・諸リスクの低減、除去に向けた取り組みについては、内部監査により確認を行っている。
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④ 当社及び子会社の取締役、使用人等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、社内規程により取締役会の決議事項等の意思決定方法を明確に定めており、取締役会（当事業年
   度に16回開催）、経営会議（当事業年度に24回開催）において、所定の事項を審議し、効率的かつ機動的
   な経営意思決定を行っている。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社及び子会社の経営管理につきましては、事業管理ユニットを中心に関連ユニットが担っている。同ユ
   ニットは、経営について子会社における地域の特殊性を考慮し、企業集団全体の経営の適正かつ効率的な
   運営に資するため、グループ会社管理規程に従い、子会社の経営管理体制を整備及び統括している。ま
   た、子会社は、当社へ事業の状況に関し定期的な報告をし、経営上の重要な意思決定につき、当社の主管
   部門へ事前に承認申請又は報告を行っている。
・内部監査室は、当社及び国内外の子会社を含めて定期的な監査を実施しており、法令・社内規程の遵守状
   況、職務執行の手続き及び内容の妥当性等について独立・客観的評価を実施している。

⑥ 当社及び子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受け
た者が当社の監査等委員会に報告するための体制

・内部通報規程を制定し、通報窓口としてコンプライアンス相談窓口を設けており、法律事務所、総合企画
   ユニット、内部監査室及び監査等委員会を社内外の窓口として内部通報制度の活性化に努めている。

⑦ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制

・当社では、内部通報規程の定めにより、通報者が不利益を被ることがないよう罰則を設け、通報者及び通
   報内容の個人情報の保護に努めている。

－ 37 －



2025/05/27 13:23:50 / 24178063_株式会社オプティマスグループ_招集通知_電子提供措置用

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑧ 当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査等委員会は、監査等委員４名で構成されており、全員が社外取締役である。当事業年度において、監査
   等委員会は15回開催し、監査に関する重要な事項についての報告、協議及び決議を行っている。
・当社の監査等委員は、当社の取締役会、経営会議、コンプライアンス委員会及びリスク管理委員会等の重要
   な社内会議に出席し、また、子会社に対しては、重要な会議等への出席の他、拠点への往査や重要な書類の
   監査を実施し、業務の執行状況を直接確認している。
・当事業年度に、監査等委員会、会計監査人及び内部監査室の「三者打ち合わせ」（年４回）を開催する等し
   て、発見事項や課題を共有するなど、監査等委員会、会計監査人及び内部監査室の監査との連携を図ること
   で、監査の実効性を高めている。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容
・当社は、企業としての社会的責任を果たし、当社、子会社、その他利害関係者等が被害を受けることを防止
   し、反社会的勢力を当社及び子会社の一切の取引から排除するために、反社会的勢力対策規程を定め、管理
   体制を整備している。
・当社及び子会社において不当要求防止責任者を選任し、外部情報の収集体制及び内部連絡体制を構築してい
   る。
・当社は、当社及び子会社での反社会的勢力に関する一元的な情報管理及び蓄積をすすめている。新規取引先
   との契約締結に際しては、反社会的勢力排除条項の契約書への記載を必須としているほか、反社会的勢力排
   除を目的とした事前調査を行っている。
・使用人等に対する不当要求についての対応指導及び教育を行っている。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制の整備
・当社では、決算統括ユニットをはじめとして財務報告を迅速かつ正確に行うことのできる体制を構築してい
  る。当社の各ユニットは自らの業務の遂行に当たり、職務分離による牽制、日常的モニタリング等を実施
   し、財務報告の適正性の確保に努めている。
・また、財務報告に重要な影響を及ぼす事象が発生した場合には決算統括ユニットへ通知され、関連ユニット
   と協議のうえ、適正に財務報告を行うことができる体制の構築を行っている。
・内部監査室は、内部監査規程及び財務報告に係る内部統制の基本方針に基づき、財務報告の信頼性が確保さ
   れているかを内部統制の観点から検証し、重要な不備がないことを確認している。

－ 38 －



2025/05/27 13:23:50 / 24178063_株式会社オプティマスグループ_招集通知_電子提供措置用

剰余金の配当等の決定に関する方針

4 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、事業投資による企業価値向上と、配当による株主還元をともに経営上の重要課題の一つと位置付けて
おります。
　また、当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって中間配当及び期末配当を行う
ことができる旨を定款に定めており、中間配当を行う基準日は毎年９月30日、期末配当を行う基準日は毎年３月
31日であります。
　毎事業年度における配当の回数につきましては、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行う方針であ
ります。
　自己株式の取得につきましては、資本効率の向上を図り、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行
を可能とするために、財務状況、株価の動向等を勘案しながら適切に実施してまいります。
　内部留保資金の使途につきましては、将来のＭ＆Ａ等による事業展開、設備投資等に役立てたいと考えており
ます。
　配当額につきましては、安定的な事業収益からの株主還元を確保しつつ、安定的な財務基盤の維持と新たな成
長のための投資を勘案し、連結配当性向30％程度を目安とする方針を基礎として参りました。
　当事業年度におきましては、主力市場での想定外の事業環境の停滞や大型M&Aに伴う各種会計処理などの要
因が重なり、当初計画を大きく下回る損益水準となりましたが、収益基盤自体に棄損がないとの経営判断に基づ
き、ご支援頂いております株主の皆様への還元を重視し、従前公表しております期末配当の水準（10円／株）を
維持させて頂きます。
　なお、2026年3月期以降におきましては、安定的な配当志向を判り易く示すべく、「連結配当性向30％」に
代えて、「DOE（連結株主資本配当率）4.5％」を配当の目標指標とし、株主の皆様への持続的な利益還元を一
層充実させて参ります。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産

現金及び預金
売掛金及び契約資産
販売金融債権
棚卸資産
短期貸付金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
リース資産
その他
無形固定資産
のれん
その他
投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

90,973
12,970
20,507
11,414
36,940
3,694
5,852
△405
68,495
41,249
5,333
4,446
3,870

25,958
1,641
25,009
21,558
3,450
2,236
286

1,371
591
△13　

負債の部
流動負債 91,038

買掛金 3,407
短期借入金 69,623
１年内返済予定の長期借入金 4,122
リース債務 5,258
未払法人税等 356
賞与引当金 291
有給休暇引当金 2,525
その他 5,451

固定負債 42,966
長期借入金 18,575
繰延税金負債 690
退職給付に係る負債 285
リース債務 22,888
その他 526

負債合計 134,005
純資産の部
株主資本 23,715
資本金 4,068
資本剰余金 5,727
利益剰余金 14,660
自己株式 △741
その他の包括利益累計額 118
為替換算調整勘定 118
非支配株主持分 1,630
純資産合計 25,463

資産合計 159,469 負債純資産合計 159,469

連結計算書類

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

科目 金額

売上高 268,825
売上原価 225,224
売上総利益 43,600
販売費及び一般管理費 36,551
営業利益 7,048
営業外収益
受取利息 335
保険解約返戻金 39
その他 68 442
営業外費用
支払利息 5,056
支払手数料 242
為替差損 868
持分法による投資損失 95
その他 83 6,346
経常利益 1,145
特別利益
固定資産売却益 29 29
特別損失
固定資産除売却損 55 55
税金等調整前当期純利益 1,118
法人税、住民税及び事業税 2,286
法人税等調整額 △1,133 1,152
当期純損失（△） △34
非支配株主に帰属する当期純利益 449
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △483
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連結株主資本等変動計算書

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 479 2,521 16,253 △741 18,512
当期変動額
新株の発行 3,589 3,589 － － 7,179
剰余金の配当 － － △1,109 － △1,109
親会社株主に帰属する
当期純損失（△） － － △483 － △483
非支配株主との取引によ
る親会社の持分変動 － △195 － － △195
非支配株主との取引によ
る資本剰余金の増減 － △188 － － △188
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － －

当期変動額合計 3,589 3,206 △1,593 － 5,202
当期末残高 4,068 5,727 14,660 △741 23,715

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

為 替 換 算 調 整 勘 定 そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当期首残高 1,046 1,046 3,566 23,125
当期変動額
新株の発行 － － － 7,179
剰余金の配当 － － － △1,109
親会社株主に帰属する
当期純損失（△） － － － △483
非支配株主との取引に
よる親会社の持分変動 － － － △195
非支配株主との取引に
よる資本剰余金の増減 － － － △188
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △927 △927 △1,936 △2,864

当期変動額合計 △927 △927 △1,936 2,338
当期末残高 118 118 1,630 25,463

連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
（単位：百万円）

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

資産の部

流動資産

現金及び預金

関係会社短期貸付金

１年内回収予定の関係会社長期貸付金

その他

固定資産

有形固定資産

建物

その他

無形固定資産

ソフトウエア

ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

関係会社長期貸付金

差入保証金

その他　

21,440

4,856

15,676

542

364

38,526

164

141

22

127

93

34

38,235

72

32,044

5,964

124

29　

負債の部
流動負債 35,702

短期借入金 30,600
１年内返済予定の長期借入金 2,821
関係会社短期借入金 2,118
未払金 74
未払費用 28
賞与引当金 19
その他 38

固定負債 10,716
長期借入金 10,642
退職給付引当金 20
その他 51

負債合計 46,418
純資産の部
株主資本 13,548
資本金 4,068
資本剰余金 8,773
資本準備金 5,252
その他資本剰余金 3,521
利益剰余金 1,446
その他利益剰余金 1,446
繰越利益剰余金 1,446

自己株式 △741
純資産合計 13,548

資産合計 59,966 負債純資産合計 59,966

計算書類

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

科目 金額

営業収益

関係会社配当金収入 700

関係会社経営指導料収入 1,136 1,836

営業費用

一般管理費 1,642

営業利益 193

営業外収益

受取利息 1,119

受取賃料 9

為替差益 329

その他 37 1,495

営業外費用

支払利息 649

支払手数料 234

その他 78 962

経常利益 727

特別利益

固定資産売却益 3

関係会社株式売却益 54 57

税引前当期純利益 784

法人税、住民税及び事業税 △47

法人税等調整額 28 △18

当期純利益 803

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資 本 準 備 金 そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

その他利益剰余金 利 益 剰 余 金
合 計繰越利益剰余金

当期首残高 479 1,662 3,521 5,184 1,752 1,752

当期変動額

新株の発行 3,589 3,589 － 3,589 － －

剰余金の配当 － － － － △1,109 △1,109

当期純利益 － － － － 803 803

当期変動額合計 3,589 3,589 － 3,589 △305 △305

当期末残高 4,068 5,252 3,521 8,773 1,446 1,446

株主資本
純資産合計

自己株式 株主資本合計
当期首残高 △741 6,674 6,674

当期変動額

新株の発行 － 7,179 7,179

剰余金の配当 － △1,109 △1,109

当期純利益 － 803 803

当期変動額合計 － 6,873 6,873

当期末残高 △741 13,548 13,548

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
（単位：百万円）

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

ＥＹ新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡 辺 力 夫
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 勝 也

独立監査人の監査報告書
2025年５月26日

株式会社オプティマスグループ
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社オプティマスグループの２０２４年４月１日から２０２５年３
月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社オプテ
ィマスグループ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため
に、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

ＥＹ新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡 辺 力 夫
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 勝 也

独立監査人の監査報告書
2025年５月26日

株式会社オプティマスグループ
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オプティマスグループの２０２４年４月１日から２０２
５年３月３１日までの第１１期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内

計算書類に係る会計監査報告
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部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第11期事業年度における取締役の
職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議
の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、取締

役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情
報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

株式会社オプティマスグループ　監査等委員会

監査等委員（常勤） 長 﨑󠄁 伸 郎 ㊞
監査等委員 伊 藤 真 弥 ㊞
監査等委員 布 施 伸 章 ㊞
監査等委員 長 田 　 太 ㊞

２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月26日

(注) 監査等委員４名全員は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場
　

：東京都文京区関口二丁目10番８号
ホテル椿山荘東京 バンケット棟４階 「雅」

※正面玄関は3階でございます。
※会場が前回と異なっておりますので、お間違
　えのないようご注意ください。電話

　
：03-3943-1111（代表）

交通の
ご案内

　

徒歩（地下鉄をご利用）の場合
　

バスをご利用の場合
　

東京メトロ有楽町線
「江戸川橋」駅
１a出口より徒歩10分

JR山手線「目白」駅改札前の横断歩道を渡り、左手都バス「目白
駅前」より新宿西口行き、又は右手都バス「川村学園前」よりホテル
椿山荘東京行き・新宿西口行きにて「ホテル椿山荘東京前」下車
東京メトロ有楽町線「江戸川橋」駅１a出口前の江戸川橋を渡
り、「江戸川公園」より文京区コミュニティバス「Bーぐる」にて
「ホテル椿山荘東京」下車

神田川沿いの冠木門は閉門中ですので、正面入口からお
入りください。

　※会場はバリアフリーに配慮した設備を備えております。
　当日、会場スタッフによるサポートをご希望の際は、ご遠慮なくお申し付けください。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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Ｒ
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目白通り

江戸川公園

早稲田ランプ

不忍
通り

音羽通り

新目白通り

神田川

江戸川橋駅江戸川橋駅
東京メトロ有楽町線東京メトロ有楽町線

東京カテドラル
教会

日本女子大

学習院大

川村学園

都バス乗り場

ローソン

江戸川橋

みずほ銀行

交番

ファミリーマート

１a出口

獨協中学高等学校

首都高速５号池袋線

文京区コミュニティバス
「Bーぐる」乗り場

目白坂下

目白坂下南

学習院大

交番 出入口

三井住友銀行

ＪＲ目白駅前都バス乗り場詳細図

都バス
川村学園前

目白駅

都バス
目白駅前

神田川
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目白通り

庭園 ホテル

バンケットタワー

ホテル
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屋外駐車場
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「雅」
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